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厚労省の病床削減攻撃の中、県の地域医療守れるか！ 

10/16 第 1 回県地域医療構想策定委員会開催 
 

10 月 16 日に第１回の長野県地域医療構想策定委員会が開催されました。この会議を傍聴

した長野県保険医協会宮沢事務局長に会議の様子についてレポートして頂きました。 
 

同委員会は県の地域医療構想作成のため県医療審議会に設置され、医療審議会の委員１９名のほか民

間病院と診療所をそれぞれ代表して２名が加わり２１名で構成された。地域医療構想は医療計画の一部

として下記の３点を定めるもの。（1）構想区域ごとに２０２５年における病床の機能区分ごとの病床数

の必要量、（２）構想区域ごとの２０２５年における居宅等における医療の必要量、（３）地域医療構想

達成に向けた病床機能の分化及び連携推進に関する事項。 

構想区域については、現在県では第６次保健医療計画で定めた二次医療圏を基本に医療提供体制の構

築を進めていることもあり二次医療圏を構想区域として仮設定して検討を進めることが確認された。 

また、国が示した医療需要と必要病床数の推計値が資料として出され、2014 年 7 月現在 19,672 床の病

床を現行の流出入を反映させた医療機関所在地ベースとした場合は 16,741～16,839 床、医療圏内ですべ

ての医療需要をまかなうとした患者住所地ベースでは、16,712～16,807 床との推計値が示された。この

推計値によると 2025 年までに最大で 2,960 床、最低でも 2,833 床の病床の削減が必要となる。 

これに対して、複数の委員から数字が目標値として一人歩きすることへの懸念が指摘されるとともに、

厚生労働省の推計方法への疑問も出され、国の推計値は目標というよりも参考程度に捉えるべきとの意

見も出された。特に国の推計方法では療養病床のうち医療区分 1のうち７割を在宅医療等へ移行させる

ことが前提とした上で全ての構想区域を入院受療率を全国最小の県を目標とするパターンＡと全国中央

値を目標とするパターンＢの範囲内で選択することとされ約 100 床程度の差が生じる。県からは今後病

床削減幅が小さいパターンＢをベースとしたいとの提案がされたが、委員からは介護療養病床における

医療区分 1の推計に対する疑問や全国中央値まで病床を増やすことは可能かなどの質問が出されるとと

もに数として固定することへの懸念が示された。委員会ではパターンＢで議論をスタートさせるが正式

決定としないことを確認し、県担当者からは推計値は国の統計に縛られるが長野県独自に調査したいと

の意向も示された。また、患者の流出入については、国のガイドラインでは高度急性期以外は原則とし

て構想区域内で完結するとしている点についても、医師確保ができない医療圏などは流出が生じること

は避けられないこと、現在の連携体制を壊すことにならないかなどの意見が出された。 

今後のスケジュールとしては、1月～２月から二次医療圏ごとの地域医療構想調整会議が開催され構想

区域ごとの施策の検討協議を行うことになり、県の地域医療構想策定委員会は 6回予定し、2017 年 2 月

ごろを目処に計画案を決定する予定である。 

尚、会議資料は下記の県のホームページで閲覧可能。 

http://www.pref.nagano.lg.jp/iryo/kenko/iryo/shisaku/hokeniryo/vision1kai.html 

2015 年度国保連続学習会第 3講座「守れ！市町村国保の独自制度」

 2015 年 10 月 24 日（土）13:00～16:00 

 松本勤労者福祉センター2階第 2会議室 
 3 つの自治体（一般会計からの繰入を実施している長野市、国保世帯主療養を実施している信

濃町、70 歳以上老人医療費の無料制度を実施している原村）の状況報告と交流 

入場無料 


